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税務情報  

東京都－2014 年 10 月以降の法人住民税・法人事業税の超過税

率を決定 

2014 年度税制改正では、地域間の税源の偏在性を是正し、財政力格差の縮小

を図るため、以下の改正が行われ、2014年 10月 1日以後に開始する事業年度

から適用されることになりました。 

 法人住民税（法人税割）の税率の引下げ及び地方法人税（国税）の創設 

 法人事業税及び地方法人特別税（国税）の税率変更 

（この改正については、KPMG Japan tax newsletter 「2014 年度税制改正大綱」

（2013 年 12 月 17 日発行）にてお知らせしています。） 

各都道府県は、法人住民税（法人税割）及び法人事業税の税率について、地方

税法で定められた標準税率に一定の範囲で上乗せした税率（超過税率）を適用

することが認められています。 

6 月 25 日、東京都は 2014 年第 2 回東京都議会定例会にて条例改正を行い、

2014 年 10 月以後に開始する事業年度に適用する超過税率を決定しました。 

改正前及び改正後の税率の詳細については、6 月 3 日付の東京都主税局から

のお知らせ「法人都民税・法人事業税の税率の改正について」(PDF 180KB)に
掲載されています。 

【法人実効税率】 

期末資本金の額が 1 億円を超える法人に対する東京都の超過税率を用いて計

算した法人実効税率は、以下のとおりで、2014 年 10 月以後に開始する事業年

度に適用される法人実効税率は従前の法人実効税率と同様となります。 
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 2014年4月1日から 
2014年9月30日までに 
開始する事業年度 

2014年10月1日以後に 
開始する事業年度 

法人税 25.5％ 25.5％ 

地方法人税 - 
1.122％ 

（25.5％ ｘ 4.4％） 

地方法人特別税 
4.292％ 

（2.9％ ｘ 148％） 
2.8982％ 

（4.3％ ｘ 67.4％） 

法人事業税 
（所得割） 

3.26％ 4.66％ 

法人住民税 
（法人税割） 

5.2785％ 
（25.5％ ｘ 20.7％） 

4.1565％ 
（25.5％ ｘ 16.3％） 

合計 38.3305％ 38.3367％ 

実効税率 
35.64％ 

（38.3305％ 
ｘ 100/（100＋7.552*） 

35.64％ 
（38.3367％ 

ｘ 100/（100+7.5582*） 

* 地方法人特別税＋法人事業税（損金の額に算入される税） 

 

なお、大阪府は、以下のページにおいて、2014 年 10 月 1 日以後に開始する事

業年度に適用される法人府民税・法人事業税等の税率を公表しています。 

法人府民税・法人事業税・地方法人特別税の税率変更及び超過課税の適用期

間の延長について 
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